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（４）管理全般 

（Ｎｏ．４５）技術・ノウハウの保護・活用 【作業工程：計画、重要度：重要】 

規範項目 ・農業者自らが開発した技術・ノウハウ（知的財産）の保護・活用 

説  明 ・農業生産の現場において、農業者自らが新たに開発した技術・ノウハウなどについ

ては知的財産として積極的に保護し、活用しましょう。 

【取組内容】 

１ 農業における知的財産について 

  最近では、農業現場で農業者自らが開発した技術等を 

「知的財産」として取り扱い、特許権・実用新案権を取 

得して活用する動きもでてきています。 

２ 知的財産の活用と保護 

  生産技術は「知的財産」として取り扱うことで、活用 

と保護が容易になります。活用方法として、「自らの技 

術で生産し、収穫物を販売する」、「技術を他者に使わ

せ、その使用料を徴収する」、「技術を使う権利そのも

のを販売する」のいずれかがあり、農業者自身の経営・

販売戦略に照らし、どの方法を取るか考える必要があり

ます。 

３ 知的財産の活用手段の選択 

（１）「知的財産」の保護、活用には、大きく分けて次の

方法があります。 

  ① 権利化：特許権又は実用新案権を取得は、実施や許

諾により利益を得たり、消費者へのアピー

ルなど、権利取得の目的が明確な場合に行

います。 

   ② 秘匿  ：開発者個人又は限られた地域で利用する技 

術で、権利を取得して実質的にも保護でき 

ない、他者が同じ技術を開発するのが困難 

な場合に行います。 

  ③ 公開 ：学会で発表する、刊行物へ掲載する、他者 

に教えるなどの方法で、秘匿する必要がな 

い場合や他者の特許化を防止する場合に 

行います。 

（２）いずれも、技術内容等の文書化が必要となるため、

専門家（弁理士等）からアドバイスを受けましょう。 

《農林水産省「知的財産ルールブッ

ク」抜粋》 

【ＵＲＬは以下のとおり】 

https://www.jataff.jp/project/dow

nload/pdf/30-2009033011500313072.

pdf 
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（Ｎｏ．４６）技術・ノウハウの保護・活用 【作業工程：計画、重要度：必須】 

規範項目 ・登録品種の種苗の適切な使用（法令上の義務） 

説  明 ・高収量や高品質、耐病性等に優れた品種は農業生産の重要な柱であり、長期間の労

力と費用をかけて育成され、種苗法及び種苗法施行規則によって、育成者の権利が保

護されています。登録品種の種苗・収穫物の利用については、適正に行いましょう。 

【取組内容】 

１ 品種育成者の権利保護 

（１）登録品種を利用（生産、譲渡等）する際は、権利者 

の許諾が必要です。他人に穂木や種子を渡すなど、安 

易な登録品種の種苗の譲渡は、育成者の権利を侵害す 

るばかりでなく、その品種を生産している他の生産者 

にも甚大な影響を及ぼしますので、決して行ってはな 

りません。 

（２）以下のような場合は、農業者でも権利者の利用許可 

が必要です。 

① 栄養繁殖植物のうち自家増殖が禁止されている 

植物（82種類）を増殖する場合 

② いちご等の種苗をメリクロン培養のように別の 

作業過程を経て増殖する場合 

③ 契約で自家増殖が禁止されている場合 

④ 自家増殖して余った種苗を近所の農家に配布す 

る場合(有償、無償を問わない) 

２ 登録品種の利用許諾 

登録品種を利用する際に権利者の許諾を怠ると、民 

事請求を受けたり、刑事罰を科せられる場合がありま

す。 

（１）民事請求 

① 当該品種の生産・販売等の差止め 

② 無断利用によって育成者権者が被った損害賠償 

③ 無断利用によって育成者権者が被った信用の低 

下を回復するための措置 

（２）刑事罰 

    個人の場合は、10年以下の懲役若しくは1,000万

円以下の罰金又はこれらの併科、法人の場合は、3億

円以下の罰金。 

《農業者でも権利者の利用許可が必 

要な植物》 

 

①野菜 トマト、だいこん、なす、

にんじん、きゅうり、す

いか、メロンなど 

②果樹 くるみ、スグリなど 

③草花類 アルストロメリア、ガー

ベラ、かすみ草、カーネ

ーション、など 

④観賞樹 アカシア、あじさい、ク

チナシ、ナナカマドなど 

⑤きのこ きくらげ、シイタケ、ひ

らたけ、ほんしめじなど 

【詳しくは以下のＵＲＬ参照】 

http://www.hinsyu.maff.go.jp/act/

seido.html 
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区分 氏名 連絡先

栽培管理責任者 ○○　△雄 090-1234-5678

品質管理責任者 ○○　△雄 090-1234-5678

農薬使用管理者 □□　○郎 090-2345-6789

肥料使用管理者 □□　○郎 090-2345-6789

会計責任者 △△　△子 090-3456-9876

区分 氏名 連絡先 携帯連絡先

○○農協××支店 ○○営農指導員 017-123-4567 090-1234-5678

○○市役所農林課 ○○係長 017-123-2111 090-4321-7865

○○○警察署 017-124-2221 緊急時は　110

○○○消防署 017-124-2567 緊急時は　119

（Ｎｏ．４７）情報の記録・保管 【作業工程：計画、重要度：重要】 

規範項目 ・ほ場の位置、面積等に係る記録を作成し、保存 

説  明 ・農業生産工程管理（ＧＡＰ）に取り組む際の基礎的な情報として、工程管理の対象

となるほ場の位置、面積等に係る記録を作成し保存しましょう。 

【取組内容】 

１ ほ場情報の台帳管理 

（１）ほ場や施設の名称・場所が作業者間で統一されてい 

ないと、打合せや作業指示、作業記録に反映されない 

ため、全てのほ場や施設をほ場管理台帳にして管理 

しましょう。その際、以下の点は必ず記載し、作業を 

指示・委託する場合には、作業者や受託者に対し、危 

険箇所等を説明しましょう。 

① 傾斜や崖など、農業機械の出し入れが困難な地形 

や危険な場所 

② 周辺ほ場からの農薬飛散や、周辺ほ場・住宅等へ 

の農薬飛散の可能性の有無 

（２）ほ場管理台帳に基づき、農作業計画を策定する場合、

前作の内容を考慮する必要がある時は、ほ場の栽培履

歴などの情報を逐次、管理台帳に記録することも有効

な手段となります。 

２ ほ場情報の共有化 

（１）ほ場の管理台帳は、ＧＡＰによる工程管理の基礎と 

なるため、作成した管理台帳は事務室や作業場など、 

作業者全員が常に確認できる場所に配置し、情報の共 

有化を図りましょう。 

（２）管理台帳による危険箇所の把握だけではなく、実際

に農作業事故等が発生した場合を想定した「危機管理

のための対応マニュアル」や「緊急連絡先リスト」な

ども作成し、作業者全員が常に確認できる場所に配置

しましょう。 

《ほ場管理台帳の作成例》 

 

 

 

 

 

 

 

 

   Noudou  

 

《連絡先等の作成例》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ほ場  

No.1:りんご】  

 面積：○アール 

 品種：△△△ 

【ほ場  

No.2:りんご】  

 面積：○アール 

 品種：△△△ 

【ほ場  

No.1:水田】  

面積：○アール 

品種：青天の霹靂 

【ほ場  

No.2:水田】  

面積：○アール 

品種：青天の霹靂 

自 宅 

作業所 

格納庫 

【近隣ほ場  

○○氏 

作物：ぶどう  

ハウス No.2:面積○アール（トマト） 

ハウス No.1:面積○アール（トマト） 

【近隣ほ場  

○○氏 

作物：ぶどう  

農道  

 

農

道 

ほ場の出入り口

の傾斜に注意 

ドリフト注意 

急傾斜ほ場 
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肥料使用状況 

作物名 ごぼう  .  氏名     . 

品種名 ごぼう  .  ほ場名   面積       

月　日 作業名 肥料名（成分） 使用量10ａ当たり 備　考

（Ｎｏ．４８）情報の記録・保管 【作業工程：土づくり・植付け・栽培、重要度：必須】 

規範項目 ・農薬及び肥料の使用に関する内容を記録し、保存 

説  明 ・農業者は法令に基づき農薬を使用したときに、使用年月日や使用場所、対象農作物

等必要事項を帳簿に記載しなければなりません。また、肥料についても、事後に使用

状況等を確認できるように、購入伝票や使用履歴等の記録を保管しましょう。 

【取組内容】 

１ 農薬の使用記録 

（１）農薬の総使用回数超過を防ぐため、農薬の使用前に 

は、農薬のラベルと併せて農薬散布記録簿も必ず確認 

しましょう。 

（２）農薬の使用方法(収穫前日数等)に違反しないよう、 

農作物の収穫・出荷前には、農薬散布履歴簿により農 

薬の使用後日数を確認しましょう。 

（３）農薬を使用する者が、遵守すべき基準を定める省令 

に定められている帳簿記載事項 

① 使用月日、使用場所 

② 使用した農作物 

③ 使用した農薬の種類又は名称 

④ 単位面積当たりの使用量又は希釈倍数 

（４）環境と調和のとれた農業生産活動規範においても、 

農薬の使用状況等の記録の保存を、農業者が環境保全 

のために最低限取り組むべき事項としています。 

２ 肥料の使用記録 

（１）肥料を使用した場合は、以下について使用記録簿に 

記載しましょう。 

① 施用月日、施用場所 

② 施用した農作物 

③ 施用した肥料の名称 

④ 施用面積、施用した量 

（２）肥料の使用記録と併せて、農作物の生育の良否につ 

いても記録しましょう。これらは施肥管理の実際面で 

の効果につながるとともに、次作の施肥設計の際に重 

要なデータとなります。  

《農薬・肥料使用記録簿》 

【農薬使用記録 様式例】 

 様式は特に決められていませんが、

生産履歴管理又は栽培管理日誌とし

て記載できます。 

 

【肥料使用記録 様式例】 
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（Ｎｏ．４９）情報の記録・保管 【作業工程：収穫・出荷、重要度：重要】 

規範項目 ・種子（野菜・米のみ）・苗、堆肥、土壌改良資材、肥料、農薬等の購入伝票等の保

存、資材の殺菌消毒、保守管理の記録の保存 

説  明 ・農業生産活動に関する情報や農薬・肥料等の生産資材の施用状況を事後に確認でき

るように購入伝票等を保存し、資材の殺菌消毒等の作業記録や保守管理に関する記録

を保管しましょう。 

【取組内容】 

１ 購入伝票の保存 

  種子、苗、堆肥、土壌改良資材、肥料、農薬等の購入 

伝票や関連する記録帳票（ノート、伝票を含む）は保存

しておきましょう。 

２ 農作業の記録 

  生産活動の内容が確認できるよう、かんがいの実施、 

資材の使用・洗浄・消毒、施設や機器の清掃等の取組も

記録しておきましょう。 

３ 記録の保存 

  これらの伝票等を保存することは、ＧＡＰに基づく点 

検や他者からの説明の求めなどに対する上でも不可欠

であり、記録は、ＧＡＰに基づく点検を行うまではもち

ろんのこと、点検後、少なくとも１年程度（次回の点検

まで）は保存しておきましょう。 

４ 農作業工程の管理 

  農薬や肥料を含む農作業工程を記録することで以下 

のことも期待できます。 

（１）消費者への情報提供による農産物の信頼度の向上 

（２）農薬を含む資材の効果的な使用法が検証でき、結果 

的に無駄が減少 

（３）栽培技術のチェックで安定生産や品質の向上、労働 

時間や経費の節減に役立つ 

（４）万が一の食品危害に際しての原因究明の重要な手が 

かりとなり、素早い原因究明・対応が可能 

となります。 

《生産履歴等》 
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（Ｎｏ．５０）情報の記録・保管 【作業工程：収穫・出荷、重要度：重要】 

規範項目 ・野菜・果実・麦等の農産物の出荷に関する記録の保存（農協等への販売の委託を行

う場合、記録の作成・保存を依頼等してよい） 

説  明 ・野菜・果実・麦等の農産物は、食品衛生法により、生産から小売りに至る各段階の

記録と保存が求められているため、生産者は生産から出荷に係る記録を作成・保管し

ましょう。 

【取組内容】 

１ 記録の作成・保存の必要性 

  食品衛生法において、「食品等事業者は、販売食品等 

に起因する食品衛生上の危害の発生防止に必要な限度

において、当該食品等事業者に対して販売食品等又はそ

の原材料の販売を行った者の名称、その他必要な情報に

関する記録を作成し、これを保存するように努めなけれ

ばならない」と定められており、対象事業者は、食品の

原料又は材料として使用する農林水産物の生産者とな

ります。  

２ 記録の作成・保存 

（１）野菜及び果実の出荷に際して、農林水産物の生産者 

が記録の作成、保存に努めるべき内容として次の事項 

があります。 

① 生産品の品名 

② 生産品の出荷又は販売先の名称及び所在地 

③ 出荷又は販売年月日 

④ 出荷量又は販売量（出荷又は販売先ごと 1回又は 

1日ごと） 

⑤ 食品衛生法第11条の規格基準（微生物、残留農

薬等）への適合に係る検査を実施した場合の記録等 

  ⑥ 記録は3年間、保存しましょう。 

（２）生産者が販売を委託している農協等の第三者に対し 

て、出荷記録の作成及び保存を依頼することも可能で 

す。 

《出荷に係る伝票》 
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（Ｎｏ．５１）情報の記録・保管 【作業工程：収穫・出荷、重要度：必須】 

規範項目 ・米穀等の取引等に関する内容の記録の作成・保持（法令上の義務を含む） 

説  明 ・米や米加工品については、「米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に

関する法律（米トレーサビリティ法）」により、出荷・販売、加工・製造に関する必要

事項が記載された伝票等の受領・保存等を行わなければなりません。 

 食品事故が発生した際の原因の究明のためにも大変重要です。 

【取組内容】 

１ 米トレーサビリティ法 

（１）米穀（もみ、玄米、精米、砕米）、米粉、米飯類（各 

種弁当、米飯を調理したもの、冷凍食品、レトルト食 

品、缶詰含む）、米加工品（餅、だんご、米菓、清 

酒）などの米・米加工品については、米穀等の取引等 

に係る情報及び産地情報の伝達に関する法律（米トレ 

ーサビリティ法）により、次の事項に係る記録の作 

成・保存が義務付けられています。 

①品名、②産地、③数量、④取引年月日、⑤取引先の 

相手方の氏名又は名称、⑥搬入又は搬出した場所、⑦ 

用途限定米穀についてはその用途 

（２）作成した記録は、３年間保存する必要があります。 

ただし、消費期限が付された商品については、３か月、 

賞味期限が３年を超える商品については５年間の保 

存が必要となります。 

２ 食品衛生法 

（１）事業者は、食品衛生法に基づき、次の事項について 

可能な限り記録し、一定の期間保存する必要がありま 

す。 

①生産品の品名、②生産品の出荷又は販売先の名称及 

び所在地、③出荷又は販売年月日、④出荷量又は販売 

量（出荷又は販売先ごと 1回又は1日ごと）、⑤食品 

衛生法第11条の規格基準（微生物、残留農薬等）へ 

の適合に係る検査を実施した場合の記録等 

（２）保存期間は農作物の流通実態に応じて合理的な期間

となるよう設定しましょう。 

 

 

 

 

 

《米トレーサビリティ法》 

 

 

 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjRts6Q0v_SAhUKgrwKHSPaD5wQjRwIBw&url=http://www.maff.go.jp/j/syouan/keikaku/beikoku/brochure.html&bvm=bv.151325232,d.dGc&psig=AFQjCNHmSOglWxfyCzPxhqyByWIJbqAKow&ust=1491011720426392
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwi9nPPb0f_SAhVKyrwKHY3JC-wQjRwIBw&url=http://www.maff.go.jp/j/syouan/keikaku/beikoku/brochure.html&bvm=bv.151325232,d.dGc&psig=AFQjCNHmSOglWxfyCzPxhqyByWIJbqAKow&ust=1491011720426392
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（Ｎｏ．５２）特定の米穀についての保管・処理 【作業工程：収穫・出荷、重要度：必須】 

規範項目 ・用途限定米穀、食用不適米穀の適切な保管（法令上の義務） 

・用途限定米穀、食用不適米穀の適切な販売・処分（法令上の義務） 

説  明 ・加工用米等の用途限定米穀については、「主要な食糧の需給及び価格の安定に関する

法律」（食糧法）に基づき、その取扱いに関するルールが定められているため、出荷及

び販売を行う事業者は、用途限定米穀、食用不適米穀を適切に保管しましょう。 

【取組内容】 

１ 用途限定米穀の場合 

（１）用途限定米穀（いわゆる生産調整として取り組まれ 

る加工用米(地域流通契約を含む）、新規需要米（米粉 

用、飼料用等)など）を、その定められた用途以外に 

使用し、又は使用する目的で出荷・販売してはいけま 

せん。 

（２）用途限定米穀を保管する場合、用途ごとに別棟又は

別はいで保管し、用途が明らかとなるよう「票せん」

により掲示してください。 

（３）用途限定米穀を販売する場合の措置 

① 紙袋等の包装に用途を表示してください。加工用 

米は「加」、米粉用米は「粉」、飼料用米は「飼」、

その他用途は、その用途に即して輸出用などと表示

しましょう。 

② 需要者に直接又は需要者団体を通じて販売する。 

③ 定められた用途に確実に使用されるよう措置す 

ること。定められた用途に確実に使用する旨の誓約 

書の提出、転売禁止及び違反した場合の違約措置を 

契約書に明記する。 

（４）自ら出荷・販売した用途限定米穀の用途外使用が判 

明したときには、速やかに関係機関（農政局又は県） 

に連絡してください。 

２ 食用不適米穀の場合 

  かびが付着した米穀や、重金属や残留農薬の基準値を 

超えた米穀は、食糧不適米穀となるため、販売してはい

けません。米穀とは厳格に区分して管理し、食用不適米

穀であることを「票せん」により掲示します。また、食

用不適米穀は、廃棄するか関係法令に留意して非食用

(飼用､バイオ燃料等)として適切に処理してください。 

３ 記録・保存 

  米トレーサビリティ法に基づき取引記録等の作成・保 

存を行い、国や県から求めがあった場合は、その記録を

速やかに提示しなければなりません。 

《用途限定米穀の種類》 

① 加工用米 

  清酒等の酒類、加工米飯、みそな 

どの調味料、上新粉などの粉類、米 

菓類等の原料用 

② 新規需要米 

  飼料用、米粉用（パン、麺等の従 

来とは異なる用途）、輸出用、バイ 

オエタノール用等 

③ 備蓄米 

  国の備蓄用の買入れに係る米穀 

④ 区分出荷米 

米以外の原料や輸入米粉調製品 

の原料の代替用途等に限定した用 

途 

 

【食用不適米穀の措置】 

※食用不適米穀とは 

① カビが付着した米穀 

② 重金属の基準値を超えた米穀 

③ 残留農薬基準値を超えた米穀 

 

【用途限定米穀の保管】 

 


